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合 併 協 定 書 
 

１ 合併の方式 

合併の方式は、香寺町及び安富町（以下「２町」という。）を廃し、その区域

を姫路市に編入する編入合併とする。 

 

２ 合併の期日 

合併の期日は、平成１８年３月２７日とする。 

 

３ 合併後の市の名称 

合併後の市の名称は、姫路市とする。 

 

４ 合併後の市の事務所の位置 

合併後の市の事務所の位置は、姫路市安田四丁目 1番地とする。 

 

５ 議会の議員の定数及び任期の取扱い   

議会の議員の定数及び任期については、市町村の合併の特例に関する法律（昭

和４０年法律第６号。以下「合併特例法」という。）第６条第２項、第３項、第

５項及び第６項の規定により、姫路市の議会の議員の残任期間及び合併後最初に

行われる一般選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間に限り、姫

路市の議会の議員の定数を増加し、２町のそれぞれの区域を区域とする選挙区を

設け、増員選挙を行う。この場合、当該各選挙区において選挙すべき議会の議員

の定数は、香寺町の区域を区域とする選挙区にあっては２人、安富町の区域を区

域とする選挙区にあっては１人とする。 

 

６ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い 

⑴ ２町の農業委員会は、姫路市の農業委員会に統合する。 

⑵ ２町の農業委員会の選挙による委員については、合併特例法第８条第１項の規
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定を適用し、香寺町については４人、安富町については２人の委員が、姫路市の

農業委員会の委員の残任期間に限り、同市の農業委員会の選挙による委員として

引き続き在任する。この場合、在任する委員は、それぞれの町の農業委員会の委

員の互選により定めるものとする。 

 

７ 地方税の取扱い 

   地方税の取扱いについては、次に掲げるものを除き、合併時に姫路市の制度に

統一する。 

⑴ 法人住民税、事業所税及び都市計画税については、合併特例法第１０条第１

項の規定に基づき、次のとおり取り扱う。 

ア 法人住民税は、香寺町区域内又は安富町区域内のみに事業所又は事務所を有

する法人については、合併年度及びこれに続く３年度間は、現行どおりとする。 

   イ 事業所税は、２町では合併年度及びこれに続く５年度間は、課税を免除する。 

   ウ 都市計画税は、香寺町では合併年度及びこれに続く５年度間は、課税を免除

する。 

 ⑵ 入湯税は、合併年度は現行どおりとし、翌年度課税分から香寺町の制度を適用

する。なお、適切な免税点を設定する。 

 ⑶ 各税目の納期は、合併年度は現行どおりとする。 

 ⑷ 前納報奨金及び納税貯蓄組合の事務経費奨励金は、合併年度は現行どおりとし、

翌年度課税分から廃止する。 

 

８ 一般職の職員の身分の取扱い 

⑴ ２町の定数内の職員及び定数外の派遣中の職員は、すべて姫路市の職員として

引き継ぐ。 

⑵ 引き継いだ職員の任免、給与その他の身分の取扱いについては、公正に取り扱

うものとし、その細目は、姫路市、香寺町及び安富町（以下「１市２町」とい

う。）の長が別に協議して定める。 
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９ 地域審議会等の取扱い   

２町のそれぞれの区域に、合併特例法第５条の４第 1項の規定により、地域審

議会を設置する。なお、地域審議会の設置に関し必要な事項については、別紙の

とおり定める。 

 

10 財産の取扱い 

２町の財産（権利及び義務を含む。）及び公の施設は、すべて姫路市に引き継

ぐ。 

 

11 財産区の取扱い 

香寺町の財産区は、合併後も引き続き存続する。 

 

12 特別職の職員の身分の取扱い 

２町の常勤の特別職（教育長を含む。）の職員の身分の取扱いについては、１

市２町の長が別に協議して定める。 

 

13 行政組織及び機構の取扱い 

⑴ ２町の役場は、当分の間、地域事務所とする。 

⑵ 地域事務所の組織については、住民生活に急激な変化を来すことのないよう配

慮し、段階的に再編及び見直しを行う。また、住民生活に直接影響を与えない管

理部門については、原則として合併時に統合する。 

⑶ ２町に置かれている附属機関等は、各種事務事業の調整内容を踏まえ、所要の

措置を講ずる。 

 

14 条例、規則等の取扱い 

条例、規則等の取扱いについては、姫路市の条例、規則等を適用する。ただし、

各種事務事業の調整内容を踏まえ、条例、規則等の新規制定、一部改正等を行う。 
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15 一部事務組合等の取扱い 

 ⑴ 一部事務組合 

  ア 神崎郡市川町外四ケ市町共有財産一部事務組合については、香寺町は合併の

日の前日をもって脱退する。 

  イ くれさか環境事務組合、中播衛生施設事務組合及び神崎郡南部斎苑事務組合

については、香寺町は合併の日の前日をもって脱退し、当分の間、姫路市とし

て合併の日に加入する。 

  ウ 中播農業共済事務組合については、平成１７年４月１日に姫路市及び安富町

が加入し、２町は合併の日の前日をもって脱退する。 

  エ 中播消防事務組合については、香寺町は合併の日の前日をもって脱退し、合

併の日から平成１９年３月３１日まで姫路市が香寺町区域に係る消防事務を同

組合に委託する。当該委託終了日をもって中播消防事務組合は解散し、同年４

月１日から同組合を組織していた町は、それぞれ姫路市に消防事務を委託する。 

  オ 宍粟郡広域行政事務組合については、安富町を除く宍粟郡の４町の合併の日

（以下「４町合併の日」という。）から共同処理する事務を変更して存続し、

安富町は合併の日の前日をもって脱退し、当分の間、姫路市として合併の日に

加入する。 

  カ 宍粟広域消防事務組合については、４町合併の日の前日をもって解散し、安

富町は消防事務を４町合併の日から合併の日の前日まで同町を除く宍粟郡の４

町の合併後の新市（以下「宍粟市」という。）に委託し、合併の日から平成１

９年３月３１日まで姫路市が同町の区域に係る消防事務を宍粟市に委託する。 

  キ 山崎町安富町衛生施設一部事務組合については、４町合併の日の前日をもっ

て解散し、同組合の事務のうち火葬場の設置、管理及び運営に関する事務につ

いては、４町合併の日から合併の日の前日まで安富町が宍粟市に委託し、合併

の日から当分の間、姫路市が同町の区域に係る事務を宍粟市に委託し、同組合

のその他の事務については、４町合併の日から合併の日の前日までの実施方法

を同町が同組合の解散の日までに調整する。 

ク 宍粟郡病院事務組合については、４町合併の日の前日をもって解散する。 
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ケ 宍粟郡農業共済事務組合については、安富町は平成１７年３月３１日をもっ

て脱退し、同年４月１日に中播農業共済事務組合に加入する。 

  コ にしはりま環境事務組合については、安富町は合併の日の前日をもって脱退

し、当分の間、姫路市として合併の日に加入する。 

  サ 兵庫県市町村職員退職手当組合、兵庫県町交通災害共済組合及び兵庫県町議

会議員公務災害補償組合については、２町は合併の日の前日をもって脱退する。 

   ⑵ 協議会 

    播磨中央広域行政協議会については、香寺町は合併の日の前日をもって脱

退する。 

⑶ 機関の共同設置 

  ア 中播公平委員会については、香寺町は合併の日の前日をもって脱退する。 

  イ 宍粟郡公平委員会については、安富町は平成１７年３月３１日をもって脱

退し、同年４月１日から合併の日の前日まで同町において公平委員会を設置

する。 

  ウ 神崎郡介護認定審査会については、香寺町は合併の日の前日をもって脱退

する。 

  エ 宍粟郡南部介護認定審査会については、安富町は平成１７年３月３１日を

もって脱退し、同年４月１日から合併の日の前日まで同町において介護認定

審査会を設置する。 

 

16 公共的団体等の取扱い 

公共的団体等は、合併後の姫路市の速やかな一体性を確立するため、それぞれ

の実情を尊重しながら、統合整備に努める。 

 

17 使用料、手数料等の取扱い 

⑴ 使用料（特別会計に係るもの及び一部事務組合に係るものを除く。）について

は、原則として現行どおりとする。ただし、行政財産の目的外使用料、道路占用

料、都市公園使用料（有料施設を除く。）など１市２町で共通する使用料につい
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ては、姫路市の制度に統一する｡ 

⑵ 手数料については、原則として姫路市の制度に統一する。 

  

18 補助金、交付金等の取扱い 

⑴ １市２町間で制度が異なる同一あるいは同種の負担金、補助金及び交付金につ

いては、姫路市の制度に統合することを基本として調整するものとする。 

⑵ ２町が単独で実施している負担金、補助金及び交付金については、当該制度の

目的を勘案して市域全体の均衡を図るよう調整するものとする。 

 

19 町名、字名の取扱い 

２町の町名、字名については、現行どおりとし、香寺町については、現行の町

名、字名の前に「香寺町」を、安富町については、現行の町名、字名の前に「安

富町」を冠する。 

 

20 慣行の取扱い 

   慣行の取扱いについては、合併時に姫路市の制度に統一する。ただし、町章、

町民憲章、都市宣言、町花、町木、町歌及び功労者表彰制度については、次のと

おり取り扱うものとする。 

ア ２町の町章は、それぞれの地域のシンボルとして継承していく。 

イ 安富町の町民憲章は、合併後の市で地域の計画を策定する時にその趣旨を生

かしていく。 

ウ ２町の都市宣言は、合併後の市の施策の中にその趣旨を生かしていく。 

エ ２町の町花及び町木は、それぞれの地域の推奨の花及び木として伝承してい

く。 

オ ２町の町歌は、それぞれの地域において伝承していく。 

カ ２町の功労者表彰制度は廃止する。ただし、２町における前歴は、姫路市の

制度における在職年数等に加算する。 
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21 各種事務事業の取扱い 

各種事務事業の取扱いについては、次のとおりとする。 

 

21-1 企画関係事業の取扱い 

平成１８年度に開催されるのじぎく兵庫国体に向けて、姫路市と香寺町の実

行委員会を統合する。 

 

21-2 電算関係事業の取扱い 

電子計算機の総合利用、システム開発等に関することについては、姫路市の

制度に統一することとし、電子市役所に向けた取組を推進する。 

情報通信基盤整備（ケーブルテレビ）については、２町の既存の整備計画に

沿って事業を進める。 

  

21-3 住民自治関係事業の取扱い 

２町の区長会は、合併時に姫路市連合自治会に統合することとし、運営費補

助金については、姫路市の制度に統一する。 

連合婦人会の組織は、平成１９年度末までに統合を目指して調整することと

し、２町の本部への補助金は統合調整期間内に限り存続する。 

防犯灯設置の助成事業は、姫路市の制度に統一する。 

 

21-4 住民生活関係事業の取扱い 

戸籍、住民票など各種事務届出等に係る窓口業務については、姫路市の制度

に統一し、地域事務所において実施する。 

香寺町の神崎郡南部斎苑については、当分の間、現行どおり使用するものと

し、安富町の火葬業務については、当分の間、宍粟市に委託する。ただし、死

亡者が２町の住民であった場合は、それぞれの施設の使用料は姫路市の制度を

適用する。 

 

7 



 

21-5 国民健康保険事業の取扱い 

国民健康保険事業の取扱いについては、原則として姫路市の制度に統一する。

ただし、２町の国民健康保険税は合併年度は現行どおりとし、合併翌年度から

国民健康保険料として段階的に調整し、平成２２年度から姫路市の制度に統一

する。 

 

21-6 介護保険事業の取扱い 

介護保険料については、合併翌年度に姫路市の制度に統一する。 

介護保険料の減免及び徴収猶予並びに社会福祉法人等利用者負担額減額補助

事業については、合併時に姫路市の制度に統一する。ただし、合併時までに申

請のあったものについては、現行どおり適用する。 

 

21-7 社会福祉事業の取扱い 

戦没者追悼式については、姫路市遺徳顕彰会主催の式典に統一する。 

社会福祉法人中播福祉会及びケアステーションかんざき運営協議会について

は、姫路市が加入し、建設償還金及び管理運営費の負担を継続する。 

しそう自立の家の建設償還金は、姫路市が負担を継続する。 

香寺町のコミュニティバスの運行については、当分の間、存続する。 

 

21-8 児童福祉事業の取扱い 

姫路市のすこやかセンター及び２町の子育て学習センターで実施している育

児相談事業等については、現行どおり実施する。ただし、合併年度及びこれに

続く２年度以内に新市として一体化が図られるように、実施方法や実施場所を

検討する。 

 

21-9 高齢者福祉事業の取扱い 

姫路市の高齢者バス等優待乗車助成事業については、２町にも適用する。 

敬老祝金の支給及び敬老祝賀行事については、姫路市の制度に統一する。 
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安富町の訪問理美容サービス事業については、合併年度及びこれに続く２年

度間は存続する。 

 

21-10 障害者福祉事業の取扱い 

姫路市の障害者バス等優待乗車助成事業については、２町にも適用する。 

障害者施設への通園費の助成については、姫路市の制度に統一するが、２町

の自動車による通園費の助成は、合併年度及びこれに続く２年度間は存続する。 

香寺町の障害児年金事業及び安富町の重症身体障害者（児）見舞金について

は、姫路市の障害者福祉金支給事業に統合する。 

 

21-11 保育事業の取扱い 

保育所保育料については、合併翌年度に姫路市の制度に統一する。 

一時保育事業については、合併翌年度に、一日単位に加え、半日単位の利用

料設定を予定している姫路市の制度に統一する。 

香寺町の保育所送迎バス事業については、合併年度及びその翌年度は存続す

る。 

 

21-12 保健事業の取扱い 

姫路市保健所で実施している業務については、２町にも適用する。 

母子及び老人の健康診査、各種がん検診、栄養指導など保健衛生業務につい

ては、姫路市の制度に統一する。ただし、２町の制度のうち、１歳６か月児及

び３歳児健康診査精密検査並びに歯のフッ化物塗布については、合併年度及び

これに続く２年度間は制度を存続し、骨粗しょう症検診及び前立腺がん検診に

ついては、当分の間、制度を存続する。 

 

21-13 環境衛生事業の取扱い 

ごみの収集については、姫路市において実施し、処理については、当分の間、

香寺町の区域はくれさか環境事務組合において実施し、安富町の区域は宍粟郡
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広域行政事務組合において実施する。 

し尿の収集については、姫路市の制度に統一し、処理については、当分の間、

香寺町の区域は中播衛生施設事務組合において実施する。 

生ごみ処理容器補助金、古紙集団回収奨励金及び合併処理浄化槽設置に関す

る補助金については、姫路市の制度に統一する。 

 

21-14 農林関係事業の取扱い 

標準小作料については、合併翌年度に姫路市の制度に統一する。 

香寺町の農業集落排水事業については、姫路市の制度に統一することとし、

使用料は平成１８年度から姫路市の下伊勢地区（農業集落排水処理施設事業）

の料金体系に統一する。 

市町単独土地改良助成事業については、姫路市の制度を再編することとし、

香寺町の土地改良区への運営補助金については、合併年度及びこれに続く３年

度間は存続する。 

安富町の森林組合に対する補助金については、合併翌年度から林業振興を図

りながら、補助内容を検討のうえ、存続する。 

 

21-15 商工関係事業の取扱い 

姫路商工会議所及び２町の商工会に対する補助金については、当分の間、現

行どおりとし、合併後に調整を図る。 

香寺町観光協会で行っている事業については、原則として姫路市及び姫路観

光協会が事業を引き継ぐ。 

香寺町の夏祭りや農業産業祭、安富町のあじさいまつりや鹿ケ壺のイベント

など、２町の観光イベントについては、合併後も引き続き存続する。 

 

21-16 都市計画関係事業の取扱い 

都市計画区域の指定については、合併時は現行どおりとし、平成２０年度に

予定されている都市計画区域の区域区分見直し時に、合併後の全市域を対象に
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検討を行う。 

２町の公営住宅及び安富町の特定公共賃貸住宅の家賃については、合併年度

及びこれに続く３年度間で段階的に調整を行う。 

 

21-17 建設関係事業の取扱い 

２町の既認定道路については、すべて姫路市の市道として引き継ぐ。 

新たな認定については、姫路市の制度に統一する。ただし、地域特性により

一部については幅員３メートル以上とする。 

道路の新設及び改良については、姫路市道路整備要綱の基準に統一するが、

合併年度及びこれに続く５年度間は、用地に限り２町の基準を適用することが

できる。 

 

21-18 上水道事業の取扱い 

２町の上水道の使用料については、合併年度及びこれに続く３年度間は現行

どおりとし、その後、姫路市の料金に統一する。その他の上水道の使用に関す

ることについては、合併時に姫路市の制度に統一する。 

 

21-19 下水道事業の取扱い 

香寺町の公共下水道については、使用料は合併翌年度から姫路市の使用料に

統一し、受益者負担金は現行どおりとする。 

安富町のコミュニティ・プラントの使用料及び分担金については、現行どお

りとする。 

 

21-20 学校教育関係事業の取扱い 

小中学校の校区及び幼稚園の通園区域については、現行どおりとする。 

幼稚園の保育料については、合併時までに香寺町において保育料の改訂を行

い、合併翌年度から姫路市の保育料に統一する。 

小学校給食及び安富町の中学校給食については、当分の間、それぞれ現行の
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方式及び料金で実施する。香寺町の中学校給食については、姫路市の中学校給

食の計画に合わせて実施する。 

安富町のスクールバス等については、当分の間、存続する。 

学童保育園については、合併翌年度に姫路市の制度に統一する。ただし、２

町の通園バスによる合同保育は、当分の間、存続する。 

 

21-21 社会教育関係事業の取扱い 

成人式については、開催日、場所及び開催方法を姫路市の制度に一本化して

実施する。 

公民館の使用については、当分の間、現行どおりとし、合併後に、検討・調

整する。 

 

21-22 スポーツ・文化振興事業の取扱い 

学校体育施設開放事業については、姫路市の制度に統一する。 

各種スポーツ行事については、合併後に調整する。 

香寺町史については、合併後も編集組織を存続させ、平成２１年度までに２

巻を目標に発刊を行う。 

 

21-23 消防関係事業の取扱い 

消防事務については、姫路市の制度に統合するが、平成１９年３月３１日ま

で２町の区域をそれぞれ中播消防事務組合及び宍粟市に委託することとし、そ

の間に、消防署所の整備等を行う。 

消防団については、姫路市に統合することとし、平成２２年度末を目途に、

２町の消防団定数については１分団８０人を目途に見直し、分団については１

小学校区１分団制に再編する。 

防災行政無線については、現行の運用を継続する。 
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21-24 選挙関係事業の取扱い 

投票所及び投票区については、当分の間、現行どおりとする。 

 

21-25 その他の事務事業の取扱い 

その他の事務事業については、姫路地域法定合併協議会での調整方針のとお

りとする。 

 

22 新市建設計画 

合併後の市町村建設計画は、別添の「新市建設計画」に定めるところによる。 

13 



 

地域審議会の設置に関する協議 

 

 （設置） 

第１条 市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５条の４第１

項の規定に基づき、合併前の香寺町及び安富町の区域ごとに地域審議会を置く。 

（名称及び所管区域） 

第２条 地域審議会の名称及び所管する区域（以下「所管区域」という。） は、次の

とおりとする。 

名  称    所管区域 

香寺地域審議会 合併前の香寺町の区域 

安富地域審議会 合併前の安富町の区域 

（設置期間） 

第３条 地域審議会の設置期間は、合併の日から平成２８年３月３１日までとする。 

（所掌事務） 

第４条 地域審議会は、それぞれの所管区域に係る次に掲げる事項について、姫路市

長の諮問に応じて審議し、意見を述べる。 

⑴ 新市建設計画の変更 

⑵ 新市建設計画の執行状況 

⑶ 各種計画の策定及び変更 

２ 地域審議会は、それぞれの所管区域に関し必要と認める次の事項について審議し、

姫路市長に意見を述べる。 

⑴ 新市建設計画の執行状況 

⑵ その他地域の振興及び施策の実施に関する事項 

３ 姫路市長は、前２項の規定により地域審議会から意見が述べられた場合は、その

意見を尊重するものとする。 

（委員の定数、選任方法及び構成） 

第５条 地域審議会の委員の定数は、それぞれ次のとおりとする。 

香寺地域審議会 ２０人以内 
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安富地域審議会 １５人以内 

２ 委員は、所管区域に住所を有する者で、次の各号に掲げるもののうちから、姫路

市長が委嘱する。 

⑴ 公共的団体の代表 

⑵ 地方行政に識見を有する者 

⑶ 公募により選任された者 

 （委員の任期及び失職） 

第６条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員の再任は妨げないものとする。 

３ 委員は、所管区域に住所を有しなくなったときは、その職を失う。 

 （会長及び副会長） 

第７条 地域審議会に会長及び副会長を各１人置き、委員の互選によってこれを定め

る。 

２ 会長は、会務を総理し、地域審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議） 

第８条 地域審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。ただし、

最初に開催する会議は、姫路市長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

５ 会議は、公開で行うものとする。ただし、議長が必要と認めるときは、会議に諮

った上で公開しないことができる。 

６ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴

き、又は資料の提出その他の協力を求めることができる。 
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 （委員の報酬及び費用弁償） 

第９条 委員の報酬及び費用弁償については、姫路市の例による。 

（庶務） 

第 10 条 各地域審議会におけるそれぞれの庶務は、当該地域審議会の設置対象区域

に置かれる地域事務所において処理する。 

 （委任） 

第 11 条 この協議に定めるもののほか、地域審議会の運営に関し必要な事項は、姫

路市長が別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この協議は、平成１８年３月２７日から施行する。 

（委員の任期に関する経過措置） 

２ この協議の施行後、最初に地域審議会の委員として選任される者の任期は、第６

条第１項の規定にかかわらず、平成２０年３月３１日までとする。
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調  印  書 

 

 姫路市、香寺町及び安富町は、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和

４０年法律第６号）第３条第１項の規定に基づく姫路地域法定合併協議

会において、以上のとおり合併に関する協議が整ったので、ここに調印

する。 

 

 

  平成１７年２月８日 

 

 

 

    姫 路 市 長     石   見   利   勝 

 

 

 

 

    香 寺 町 長     橋   本   良   春 

 

 

 

 

    安 富 町 長     橋   本   健   造 

 

 

 



 

 

立  会  人 
 

 

 

兵 庫 県 知 事     井   戸   敏   三 

 

 

 

 

姫路市議会議長     西   村   智   夫 

 

 

 

 

香寺町議会議長     大   塚   恒   彦 

 

 

 

 

安富町議会議長     川   西   忠   信 


